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課題： 新たな支援制度の周知に努め、県内私立小中学校に通学する児童生徒
にかかる授業料負担の軽減を図る。

(5) 私立専修学校授業料等減免事業
効果： 県内の専門学校専修学校に通う低所得世帯の学生の授業料及び入学金

を減免し、保護者の授業料負担の軽減を図った。
課題： 引き続き、本制度の周知に努め、県内私立専門学校に通学する学生に

かかる授業料等負担の軽減を図る。

(6) 私立学校通学費負担軽減事業

効果： 私立高等学校等に在籍する低所得世帯の生徒のバス及びモノレールの
通学費を支援し、保護者の経済的負担軽減を図った。
また、令和２年 10月からモノレール通学を、令和３年４月から私立中

学校に在籍する生徒を、支援対象に加えた。
課題： 引き続き、本制度の周知に努め、私立中学校及び私立高等学校に在籍

する生徒の通学費負担の軽減を図る。

(7) 私立専修学校等感染症対策支援事業
効果： 専修学校・各種学校 39校に対し、コロナ禍でも対面授業による学生の

学びを保障するため、感染症対策に要する経費を支援した。
課題： 引き続き、本制度の周知に努め、専修学校・各種学校に対しコロナ禍

における感染症対策に要する経費を支援し、対面授業による学生の学び
を保障する。

（単位：千円）

令 和 ３ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

私立学校 1,036,413 ５ 私立専修学校 1,212,607 ５ 私立専修学校 最終予算額

振興事業 授業料等減免事 授業料等減免事 1,247,747

業 業 不用額

・低所得世帯等の ・低所得世帯等の 35､140

授業料及び入学金 授業料及び入学金
を減免する専門学 を減免する専門学
校等を補助する。 校 46校（学生 2,62

7人）に補助した。

32,448 ６ 私立学校通学 19,544 ６ 私立学校通学 最終予算額

費負担軽減事業 費負担軽減事業 21,179

・私立高校等に通 ・私立高校等に通 不用額

う低所得世帯の生 う低所得世帯の生 1,635

徒のバス通学費を 徒 3 2 4人 の バ ス 通
支援する。 学費を支援した。

16,560 ７ 私立専修学校 6,857 ７ 私立専修学校 最終予算額

等感染症対策支 等感染症対策支 7,717

援事業 援事業 不用額

専修学校・各種学 専修学校・各種学 860

校において、コロ 校 39校に対し感染
ナ禍での感染症対 症対策に要する経
策に要する経費を 費を支援した。
支援する。

３ 事業の効果 /課題
(1) 私立学校等教育振興費

効果： 私立学校の経常費等に対して助成することにより、経営の安定化・健
全化を図ったほか、低所得世帯への給付金の支給等により、教育費負担
の軽減を図り、教育の機会均等に寄与した。

課題： 引き続き、私立学校の経営の安定化・健全化を図るとともに、低所得
世帯の教育費負担の軽減を図る。

(2) 高等学校等就学支援金事業
効果： 高等学校等の授業料に充てるため就学支援金を支給することにより、

教育費負担の軽減を図り、教育の機会均等に寄与した。
課題： 引き続き、本制度の周知に努めるとともに私立高校等に通学する生徒

にかかる授業料負担の軽減を図る。

(3) 沖縄県私立学校施設改築促進事業
効果： 私立学校において老朽化が進んでいる校舎等施設の改築事業等に対し

補助を行うことにより、安心な教育環境の整備が図られた。
課題： 補助対象の６法人すべてが本事業を活用し、沖縄県私立学校施設改築促

進事業基金条例が令和４年３月31日で失効することから、令和３年度で本事
業を終了する。

(4) 沖縄県私立小中学校等修学支援実証事業
効果： 年収 400万円未満の世帯に属する児童生徒について、授業料負担の軽減

を行いつつ、義務教育において私立学校を選択している理由や家庭の経
済状況などについて実態把握のための調査を実施した。
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